
































（4） ブリュワ前掲書　266 頁から 268 頁。
（5） 中里実『財政と金融の法的構造』（有斐閣 2018）。
―47―






























　ジェファソンの国立銀行反対論は，1791 年 2 月 15 日に提出された，『国立銀行の合憲
性に関する意見』に示されている（9）。この意見書は，アレクサンダー・ハミルトンによる，
1790 年 11 月 13 日に示された『国立銀行に関する報告書』に対する応答として，国務長







































ソ ン は，「我 が 国 の 主 な 市 民 は， 共 和 主 義 原 理 に 忠 実 で あ り， 土 地 利 害（landed
interest）のすべてが共和主義的である」とし（13），また，連邦憲法制定前にジェイムズ・


































































































































































































































































































































出版 2018）176 頁から 177 頁。





































 （2018.5.20 受稿，2018.6.30 受理）
（44） 森村進「「大地の用益権は生きている人々に属する」:財産権と世代間正義についてのジェファーソンの見解」
一橋法学第 5 巻 3 号（2006）715 頁から 762 頁。
―58―
千葉商大論叢　第 56 巻　第 1号（2018 年 7 月）
〔抄　録〕
　本稿は，アメリカ合衆国憲法制定直後に論争となった第一合衆国銀行創設に関する，ト
マス・ジェファソン（ThomasJefferson），アレクサンダー・ハミルトン（Alexander
Hamilton）の議論を再検討するすることにより，そこに潜む 2 つの憲法像を明らかにす
る試みである。ジェファソン，ハミルトンの両者は，アメリカ建国の父として位置づけら
れる人物であり，対照的な憲法思想，そして政治経済思想の持ち主であり，この 2 人の思
想が，2 つの極としてアメリカの憲法に関するヴィジョンの原型を形作ったと考えられる。
本稿の検討からは，2 人の憲法思想の背景には，イングランドにおいて先行していた，国
立銀行創設によりもたらされる金融経済，公債などの公信用に対する考え方，金融経済，
信用経済，巨大な法人が個人の自立性にどのような影響を及ぼすのかについての考え方の
相違が存在していたのが明らかになる。こうした相違が，2 人のコモン・ローについての
考え方，合衆国憲法解釈の相違を導き，ジェファソンは，独立自営の市民による自己統治
を自らの憲法像の核とし，ハミルトンは，経済秩序などの秩序を構成することを憲法像の
核心と見たことが明らかになる。
―59―
大久保優也：アメリカ合衆国銀行設立論争と 2 つの憲法像
